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名古屋市北区黒川本通二丁目46番地

株式会社ジー・テイスト
代表取締役社長 阿 久 津 貴 史

　

第60回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第60回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙

に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年６月20日（木曜日）午後７時までに到

着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。
敬 具

記

１．日 時 2019年６月21日（金曜日）午前10時

２．場 所 名古屋市東区大幸南１丁目１番10号

名古屋市東文化小劇場 ４階ホール

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第60期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告、計

算書類及び連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項

議 案 取締役５名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申し上げます。また、資源節約のため、この「招集ご通知」を当
日会場までご持参くださいますようお願い申し上げます。

本招集ご通知の添付書類に記載されている連結計算書類及び計算書類は、監査役及
び会計監査人が監査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。なお、法令及
び定款第16条に基づき記載していない連結注記表並びに個別注記表につきましては、
インターネット上の当社ウェブサイト（https://g-taste.co.jp/）に掲載しておりま
す。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じ
た場合には、インターネット上の当社ウェブサイト（https://g-taste.co.jp/）に掲
載させていただきます。
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(提供書面)

事 業 報 告

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度のわが国経済は、雇用情勢の改善により、個人消費は緩やか

な回復基調となっております。しかしながら、米中貿易摩擦や英国のEU離脱問

題等、未だ解決には至らない問題も多く、先行き不透明な状況が続いておりま

す。

外食業界を取り巻く環境においては、食材価格の高騰、人材不足による採用

費等のコストの高騰に加えて、消費者の節約志向による個人消費の改善の鈍化

の影響もあり、先行きは依然として厳しい状況が続くことが懸念されておりま

す。

こうした中、当社グループでは、グループ全体としてQSCの強化を図り、さら

に外食事業においては、安心・安全でお客様にご満足頂けるサービス・商品提

供への取り組み強化と併せ、現在お客様からの支持が強い業態への新規出店を

集中的に進めるとともに、不採算事業からの撤退を積極的に進め、事業構造の

転換に積極的に取り組んでまいりました。

具体的には、各外食事業カテゴリーの中では焼肉事業が当連結会計年度にお

いても、引き続き堅調に推移いたしました。特に当連結会計年度において、国

産牛食べ放題「肉匠坂井」業態を直営13店舗、FC１店舗出店し、当連結会計年

度末現在33店舗（直営27店舗、FC６店舗）となり、おおむね計画通り順調にそ

の店舗数を伸ばしてきております。今後も同業態の積極出店を継続させ、更に

お客様にご満足を頂ける業態確立を目指していくことで、「焼肉屋さかい」とと

もに、焼肉事業を当社の主力事業として位置づけ注力してまいります。

一方、前期に続き業績が低迷した「とりあえず吾平」「ちゃんこ江戸沢」をは

じめとする郊外型居酒屋業態は、経営資源の集中を目的として、不採算店舗を

中心に両業態あわせ今期計25店舗を閉店しております。また、郊外型喫茶事業

をはじめとする一部不採算事業からの撤退を同時に進めました。

その他「平禄寿司」をはじめとする寿司事業はやや低調に推移したものの、

「おむらいす亭」「長崎ちゃんめん」をはじめとするファストフード事業などは

おおむね堅調に推移する結果となっております。これらの業態に関しても引き

続き店舗改装によるリニューアル、商品の品質向上、お客様目線に立ったサー

ビスの向上に努めるなど、業態の維持向上に努めてまいります。
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なお、当連結会計年度においては、M&Aを積極的に推進し、６月には北海道地

区及び東北地区を中心にピザの宅配・販売店舗を105店舗展開していた、株式会

社オーディンフーズ（現 株式会社テンフォー）を、７月には関西地区を中心に

大型フードコートの一括運営など７拠点展開していた、株式会社タケモトフー

ズを、９月には1953年の創業以来、和風パスタの先駆けとして知名度を誇る

「壁の穴」をはじめとしたイタリアン業態等28店舗を展開していた、株式会社壁

の穴を、10月には神奈川県で三崎・長井港直送の海鮮居酒屋を10店舗展開する

株式会社湯佐和をそれぞれ子会社化いたしました。また、同10月には「ミシュ

ランガイド東京」にて二つ星を獲得した「ドミニク・ブシェトーキョー」を含

む２店舗の譲受を行っております。これらにより、当社グループ内における一

層のシナジー効果が期待されるだけでなく、多様化する外食産業において、更

なるサービスの向上と商品力強化に資するものと考えております。

結果、当連結会計年度における当グループの直営店舗数は、FCへの売却２店

舗や契約期間満了、不採算店の整理に伴い64店舗を閉店したものの、新規・業

態転換による19店舗（業態転換：焼肉業態14店舗、海鮮居酒屋１店舗、新規：

寿司業態１店舗、ファストフード業態２店舗、FCからの買取１店舗）の出店に

加え、M&A等による新規子会社化による連結子会社直営店舗158店舗が加わり、

437店舗となりました。なお、FC256店舗を加えた総店舗数は計693店舗となりま

した。

以上の結果、当連結会計年度におきましては、売上高247億98百万円（前年同

期比2.2％減）、営業利益１億59百万円（前年同期比61.8％減）、経常利益２億65

百万円（前年同期比50.6％減）、親会社株主に帰属する当期純損失７億４百万円

（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失３億70百万円）の業績結果となっ

ております。

なお、当社グループは、従来「外食事業」、「教育事業」の２事業を報告セグ

メントとしておりましたが、前連結会計年度末において、「教育事業」を営んで

いた株式会社ジー・アカデミーとNOVAホールディングス株式会社との間で締結

していた教育事業（学習塾事業・英会話事業）にかかるフランチャイズ契約の

期間満了に伴い、同事業から撤退したため、セグメント情報の記載を省略して

おります。

　

② 設備投資の状況

当連結会計年度中における設備投資総額は18億48百万円で、その主たるもの

は新規出店、業態転換及び既存店改装費用であります。

③ 資金調達の状況

2018年８月31日に第６回無担保社債（株式会社三井住友銀行保証付及び適格

機関投資家限定）10億円を発行いたしました。
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④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

当社は、「中国料理 敦煌」業態に関する事業を、2018年４月２日付で設立し

た当社の完全子会社である株式会社敦煌に移管いたしました。また、フレンチ

事業を、2019年３月１日付で設立した当社の完全子会社である株式会社DBTに移

管いたしました。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

当社は、当社グループ内の外食事業における業態構成の最適化を図るため、

2018年10月１日付で、株式会社大勝物産が運営するフレンチ事業を譲受けてお

ります。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

イ．他の会社の株式の取得又は処分の状況
　

会社名 株式の種類 取得株式数 出資比率 取得年月日

株式会社オーディンフーズ

（現 株式会社テンフォー）
普通株式 1,000株 100％ 2018年６月13日

株式会社タケモトフーズ 普通株式 100株 100％ 2018年７月31日

株式会社壁の穴 普通株式 3,242,800株 100％
2018年９月14日

及び12月14日

株式会社湯佐和 普通株式 20,000株 100％ 2018年10月１日

　

ロ．他の会社の新株予約権の取得の状況

該当事項はありません。
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(2) 財産及び損益の状況

区 分
第57期 第58期 第59期

第60期
（当連結会計年度）

（2016年３月期）（2017年３月期）（2018年３月期）（2019年３月期）

売 上 高 (千円) 27,598,460 26,739,737 25,361,149 24,798,471

経 常 利 益 (千円) 915,034 623,423 537,761 265,807

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△)

(千円) 550,631 △127,475 △370,128 △704,057

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△) 　(円) 2.88 △0.67 △1.93 △3.68

総 資 産 (千円) 21,109,286 21,396,232 20,666,720 22,425,426

純 資 産 (千円) 10,204,430 9,993,097 9,535,064 8,733,013

１株当たり純資産額 　(円) 53.26 52.10 49.66 45.40

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

当社の親会社は株式会社ジー・コミュニケーション（以下「ジー・コミュニ

ケーション」といいます。）で、同社は当社の株式77,410千株（議決権比率

40.44％）を保有いたしております。

また、株式会社クックイノベンチャー（以下「クックイノベンチャー」とい

います。）は、ジー・コミュニケーションの議決権割合100％の株式を保有して

おり、同社の親会社であることから、クックイノベンチャーは当社の親会社

（当社株式の間接保有）に該当いたします。

なお、株式会社神戸物産は、2013年５月21日付で、同社が議決権の保有割合

で18.9％を出資するクックイノベンチャーについて、2013年10月期第２四半期

より連結子会社として連結の範囲に含めることを開示いたしました。これによ

り、同日付で株式会社神戸物産は当社の親会社に該当することとなりました。

また、同社は当社の株式27,851千株（議決権比率14.55％）を保有いたしており

ます。

親会社等との間の取引に関する事項は以下のとおりであります。

イ．当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項

・食材仕入、運賃、店舗施工代にかかる価格等の取引条件は、市場の実勢価

格等を参考にして、その都度交渉の上で決定しております。

・事務管理手数料については、当社における発生コスト等を勘案して、交渉

の上決定しております。

・財務アドバイザリー手数料については、持株会社である親会社における運

営費用及び一般的な信用保証料等を参考にして、交渉の上決定しておりま

す。

・資金の借入に係る利率については、市場金利を勘案して合理的に決定して

おります。
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・新株予約権付社債の発行条件は、当社株式の市場価格を勘案して合理的に

決定しております。

ロ．当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及び

その理由

当社は、親会社等との取引に関して、上記の事項を勘案して取引条件等を

決定しており、当社取締役会等が当社の社内規程に基づき、親会社から独

立して最終的な意思決定を行っているため、意思決定手続の正当性につい

ては問題はなく、当社の利益を害するものではないと判断しております。

ハ．取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見

該当事項はありません。

　

② 重要な子会社の状況

会社名 資本金
当社の

出資比率
主要な事業内容

株式会社
クック・オペレーション

50百万円 100％ 飲食店舗運営事業

株式会社敦煌 ５百万円 100％ 飲食店舗運営事業

株式会社テンフォー 10百万円 100％ ピザ製造、宅配、店頭販売事業

株式会社タケモトフーズ 10百万円 100％ 飲食店舗運営事業

株式会社壁の穴 100百万円 100％ 飲食店舗運営事業

株式会社湯佐和 0.5百万円 100％ 飲食店舗運営事業

株式会社DBT １百万円 100％ 飲食店舗運営事業
　

(注) １．株式会社敦煌は2018年４月２日に設立しております。
２．株式会社テンフォーについては、2018年10月１日付で株式会社オーディンフーズ

から商号変更しております。
３．株式会社DBTは2019年３月１日に設立しております。

　

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

当社グループを取り巻く事業環境は、原材料価格の高止まりや人件費関連等の

上昇に加え、競合他社との競争激化により非常に厳しいものとなっております。

特に下記の課題に積極的に取り組んでいくことで、さらなる成長に努めてまいり

ます。

① 新規出店

② 既存店舗の強化

③ 経営資源の効率化の徹底

④ 人材の確保・育成

⑤ 原価高騰への対処

　

(5) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）

① 飲食店の経営及びフランチャイズチェーン店の加盟募集

② 食肉製品、冷凍食品等の加工

③ 関連商品の販売

　

(6) 主要な営業所及び店舗（2019年３月31日現在）

本 店 ( 名 古 屋 本 社 ) 名古屋市北区黒川本通二丁目46番地

東 京 支 社 東京都中央区築地二丁目10番６号

仙 台 オ フ ィ ス 仙台市宮城野区榴岡二丁目２番10号

山 口 オ フ ィ ス
山口県山陽小野田市大字西高泊
字 烏 帽 子 岩 沖 676 番 地 ９ の １

直 営 店 舗

(北海道内) 44店 (新潟県内) 12店 (岡山県内) 11店

(青森県内) 13店 (長野県内) ４店 (広島県内) 14店

(岩手県内) ５店 (石川県内) ７店 (山口県内) 29店

(宮城県内) 38店 (福井県内) ２店 (徳島県内) １店

(秋田県内) ６店 (富山県内) 13店 (香川県内) ６店

(山形県内) ８店 (岐阜県内) ４店 (愛媛県内) ２店

(福島県内) ４店 (静岡県内) 21店 (高知県内) １店

(茨城県内) ２店 (愛知県内) 15店 (福岡県内) 11店

(栃木県内) ２店 (三重県内) ５店 (熊本県内) ４店

(埼玉県内) 12店 (京都府内) ５店 (大分県内) １店

(群馬県内) １店 (大阪府内) 32店 (宮崎県内) １店

(千葉県内) 12店 (兵庫県内) ８店 (鹿児島県内) ５店

(東京都内) 49店 (奈良県内) ２店 (海外) １店

(神奈川県内) 23店 (島根県内) １店

計437店
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(7) 使用人の状況（2019年３月31日現在）

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

793(2,755)名 178(602)名 39.0歳 8.1年

(注) 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に、１日８時間換算による
年間の平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,913,136千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,860,000千円

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 1,085,750千円

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

２．会社の現況

(1) 株式の状況（2019年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 673,477,576株

② 発行済株式の総数 197,051,738株 (自己株式5,544,275株を含む)

③ 株主数 20,820名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社ジー・コミュニケーション 77,410千株 40.42％

株 式 会 社 神 戸 物 産 27,851千株 14.54％

沼 田 昭 二 22,618千株 11.81％

ジ ー ・ テ イ ス ト 取 引 先 持 株 会 3,125千株 1.63％

ア リ ア ケ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 2,224千株 1.16％

腰 高 修 805千株 0.42％

株 式 会 社 Ｊ ・ Ａ Ｒ Ｔ 804千株 0.42％

江 川 春 延 600千株 0.31％

日本トラスティ・サービス信託銀行 株式会社（信託口４） 600千株 0.31％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 416千株 0.22％

(注) 持株比率は自己株式（自己株式5,544,275株）を控除して計算しております。
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(2) 新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

2014年６月25日開催の株主総会決議及び2015年６月15日開催の取締役会決議

に基づき発行した新株予約権（第４回新株予約権）

新株予約権の数 124個

当社役員の保有状況

取締役（社外取締役を除く）
・新株予約権の数： 80個
・目的となる株式の数： 8,000株
・保有者数： ４人
社外取締役 ―
監査役
・新株予約権の数： 24個
・目的となる株式の数： 2,400株
・保有者数： ３人

新株予約権の目的である株式の種類と数
当社普通株式 10,400株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の発行金額
新株予約権と引換えに金銭の払い込みは要しない
ものとする。

新株予約権の行使価額
新株予約権１個あたり100円
（１株につき１円）

新株予約権の行使期間
2020年６月22日から
2022年６月21日まで

新株予約権の行使条件

①新株予約権者は、権利行使時においても、当社
の役職員の地位にあることを要する。ただし、
諸般の事情を考慮の上、取締役会が特例として
認めた場合はこの限りではない。

②新株予約権者の相続人による本新株予約権の行
使は認めない。ただし、諸般の事情を考慮の
上、取締役会が特例として認めた場合はこの限
りではない。

③本新株予約権の行使によって、当社の発行済株
式総数が当該時点における発行可能株式総数を
超過することとなるときは、当該本新株予約権
の行使を行うことはできない。

④新株予約権者は、本新株予約権を、次の各号に
掲げる期間において、当該各号に掲げる割合の
限度において行使することができる。この場合
において、かかる割合に基づき算出される行使
可能な本新株予約権の個数につき１個未満の端
数が生ずる場合には、かかる端数を切り捨てた
個数の本新株予約権についてのみ行使すること
ができるものとする。
イ．行使期間の開始日から１年間

新株予約権者が割当を受けた本新株予約権
の総数の２分の１

ロ．行使期間の開始日から１年を経過した日か
ら１年間
新株予約権者が割当を受けた本新株予約権
の全て

⑤各本新株予約権１個未満の行使を行うことはで
きない。
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② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付された新株予約権の状

況

該当事項はありません。

③ その他新株予約権等の状況

イ．2013年２月15日開催の取締役会決議に基づき発行した第７回無担保転換社

債型新株予約権付社債

［転換社債型新株予約権付社債の内容］

社債の総額 400,000千円

各社債の金額 10,000千円

利率 本社債には利息を付さない。

社債の発行日 2013年３月18日

償還の方法及び期日

①償還金額

額面100円につき金100円

②償還の方法及び期限

2020年３月18日（以下「償還期限」という。）

（但し、償還期限が日本における銀行営業日

（以下「営業日」という。）ではない場合、本新

株予約権付社債の社債権者はその直後の営業日

まで当該償還期限に支払われるべき金額の支払

いを受けることができず、またかかる支払いの

繰延べに関して追加支払いを受ける権利を有し

ないものとする。）にその総額を額面100円につ

き金100円で償還する。

募集方法
第三者割当ての方法により、全額を株式会社神戸

物産に割り当てる。

［新株予約権の内容］

社債に付された新株予約権の総数 40個

新株予約権の目的である株式の種類と数

①新株予約権の目的である株式の種類は当社普通

株式とする。

②本新株予約権の行使請求により当社が当社普通

株式を新たに発行し又はこれに代えて当社の保

有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株

式の発行又は処分を「交付」という。）する数

は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を

転換価額で除して得られる最大整数とする。但

し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨

て、現金による調整は行わない。

新株予約権の払込金額 ―――
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新株予約権の行使に際して出資される財産の
内容及びその価額

①本新株予約権の行使に際して出資される財産

は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該

社債の価額はその額面金額と同額とする。な

お、本新株予約権の行使に際して出資の目的と

される本社債は、償還の期限の規定にかかわら

ず、本新株予約権の行使の効力発生と同時に償

還期限が到来し、かつ消滅するものとする。

②本新株予約権の行使により交付する当社普通株

式の数を算定するにあたり用いられる１株あた

りの額（以下「転換価額」という。）は、35.0

円とする。

新株予約権の行使期間
2013年４月１日から
2020年３月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合
における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合に

おいて増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条の規定に従い算出される資本金等増加限度額の

２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数

が生じる場合はその端数を切上げた金額とする。

また本新株予約権の行使により株式を発行する場

合において増加する資本準備金の額は、当該資本

金等増加限度額から増加する資本金の額を減じて

得た額とする。

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はできない。

本新株予約権の行使によって、株式会社ジー・コ

ミュニケーション又はその承継会社が所有してい

る当社又はその承継会社の株式（第三者を通じて

保有している当該株式を除く。）に係る議決権の

数が当社又はその承継会社の総株主の議決権の40

％未満となる場合には、本新株予約権の行使はで

きない。

ロ．2013年２月15日開催の取締役会決議に基づき発行した第８回無担保転換社

債型新株予約権付社債

［転換社債型新株予約権付社債の内容］

社債の総額 400,000千円

各社債の金額 10,000千円

利率 本社債には利息を付さない。

社債の発行日 2013年３月18日
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償還の方法及び期日

①償還金額

額面100円につき金100円

②償還の方法及び期限

2020年３月18日（以下「償還期限」という。）

（但し、償還期限が日本における銀行営業日

（以下「営業日」という。）ではない場合、本新

株予約権付社債の社債権者はその直後の営業日

まで当該償還期限に支払われるべき金額の支払

いを受けることができず、またかかる支払いの

繰延べに関して追加支払いを受ける権利を有し

ないものとする。）にその総額を額面100円につ

き金100円で償還する。

募集方法
第三者割当ての方法により、全額を株式会社神戸

物産に割り当てる。

［新株予約権の内容］

社債に付された新株予約権の総数 40個

新株予約権の目的である株式の種類と数

①新株予約権の目的である株式の種類は当社普通

株式とする。

②本新株予約権の行使の請求（以下「行使請求」

という。）により当社が当社普通株式を新たに

発行し又はこれに代えて当社の保有する当社普

通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は

処分を「交付」という。）する数は、行使請求

に係る本社債の額面金額の総額を転換価額で除

して得られる最大整数とする。但し、行使によ

り生じる１株未満の端数は切り捨て、現金によ

る調整は行わない。

新株予約権の払込金額 ―――

新株予約権の行使に際して出資される財産の
内容及びその価額

①本新株予約権の行使に際して出資される財産

は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該

社債の価額はその額面金額と同額とする。な

お、本新株予約権の行使に際して出資の目的と

される本社債は、償還の期限の規定にかかわら

ず、本新株予約権の行使の効力発生と同時に償

還期限が到来し、かつ消滅するものとする。

②本新株予約権の行使により交付する当社普通株

式の数を算定するにあたり用いられる１株あた

りの額（以下「転換価額」という。）は、35.0

円とする。

新株予約権の行使期間
2014年３月18日から
2020年３月18日まで
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新株予約権の行使により株式を発行する場合
における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合に

おいて増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条の規定に従い算出される資本金等増加限度額の

２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数

が生じる場合はその端数を切上げた金額とする。

また本新株予約権の行使により株式を発行する場

合において増加する資本準備金の額は、当該資本

金等増加限度額から増加する資本金の額を減じて

得た額とする。

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はできない。

本新株予約権の行使によって、株式会社ジー・コ

ミュニケーション又はその承継会社が所有してい

る当社又はその承継会社の株式（第三者を通じて

保有している当該株式を除く。）に係る議決権の

数が当社又はその承継会社の総株主の議決権の40

％未満となる場合には、本新株予約権の行使はで

きない。

ハ．2013年５月15日開催の取締役会決議に基づき発行した第10回無担保転換社

債型新株予約権付社債に付された新株予約権

［転換社債型新株予約権付社債の内容］

社債の総額 300,000千円

各社債の金額 10,000千円

利率 本社債には利息を付さない。

社債の発行日 2013年３月18日

償還の方法及び期日

①償還金額

額面100円につき金100円

②償還の方法及び期限

2020年３月18日（以下「償還期限」という。）

（但し、償還期限が日本における銀行営業日

（以下「営業日」という。）ではない場合、本新

株予約権付社債の社債権者はその直後の営業日

まで当該償還期限に支払われるべき金額の支払

いを受けることができず、またかかる支払いの

繰延べに関して追加支払いを受ける権利を有し

ないものとする。）にその総額を額面100円につ

き金100円で償還する。

募集方法
第三者割当ての方法により、全額を株式会社神戸

物産に割り当てる。

［新株予約権の内容］

社債に付された新株予約権の総数 30個
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新株予約権の目的である株式の種類と数

①新株予約権の目的である株式の種類は当社普通

株式とする。

②本新株予約権の行使請求により当社が当社普通

株式を新たに発行し又はこれに代えて当社の保

有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株

式の発行又は処分を「交付」という。）する数

は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を

転換価額で除して得られる最大整数とする。但

し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨

て、現金による調整は行わない。

新株予約権の払込金額 ―――

新株予約権の行使に際して出資される財産の
内容及びその価額

①本新株予約権の行使に際して出資される財産

は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該

社債の価額はその額面金額と同額とする。な

お、本新株予約権の行使に際して出資の目的と

される本社債は、償還の期限の規定にかかわら

ず、本新株予約権の行使の効力発生と同時に償

還期限が到来し、かつ消滅するものとする。

②本新株予約権の行使により交付する当社普通株

式の数を算定するにあたり用いられる１株あた

りの額（以下「転換価額」という。）は、43.5

円とする。

新株予約権の行使期間
2013年８月１日から
2020年３月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合
における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合に

おいて増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条の規定に従い算出される資本金等増加限度額の

２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数

が生じる場合はその端数を切上げた金額とする。

また本新株予約権の行使により株式を発行する場

合において増加する資本準備金の額は、当該資本

金等増加限度額から増加する資本金の額を減じて

得た額とする。

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はできない。

本新株予約権の行使によって、株式会社ジー・コ

ミュニケーション又はその承継会社が所有してい

る当社又はその承継会社の株式（第三者を通じて

保有している当該株式を除く。）に係る議決権の

数が当社又はその承継会社の総株主の議決権の40

％未満となる場合には、本新株予約権の行使はで

きない。
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ニ．2013年５月15日開催の取締役会決議に基づき発行した第11回無担保転換社

債型新株予約権付社債に付された新株予約権

［転換社債型新株予約権付社債の内容］

社債の総額 300,000千円

各社債の金額 10,000千円

利率 本社債には利息を付さない。

社債の発行日 2013年３月18日

償還の方法及び期日

①償還金額

額面100円につき金100円

②償還の方法及び期限

2020年３月18日（以下「償還期限」という。）

（但し、償還期限が日本における銀行営業日

（以下「営業日」という。）ではない場合、本新

株予約権付社債の社債権者はその直後の営業日

まで当該償還期限に支払われるべき金額の支払

いを受けることができず、またかかる支払いの

繰延べに関して追加支払いを受ける権利を有し

ないものとする。）にその総額を額面100円につ

き金100円で償還する。

募集方法
第三者割当ての方法により、全額を株式会社神戸

物産に割り当てる。

［新株予約権の内容］

社債に付された新株予約権の総数 30個

新株予約権の目的である株式の種類と数

①新株予約権の目的である株式の種類は当社普通

株式とする。

②本新株予約権の行使の請求（以下「行使請求」

という。）により当社が当社普通株式を新たに

発行し又はこれに代えて当社の保有する当社普

通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は

処分を「交付」という。）する数は、行使請求

に係る本社債の額面金額の総額を転換価額で除

して得られる最大整数とする。但し、行使によ

り生じる１株未満の端数は切り捨て、現金によ

る調整は行わない。

新株予約権の払込金額 ―――

新株予約権の行使に際して出資される財産の
内容及びその価額

①本新株予約権の行使に際して出資される財産

は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該

社債の価額はその額面金額と同額とする。な

お、本新株予約権の行使に際して出資の目的と

される本社債は、償還の期限の規定にかかわら

ず、本新株予約権の行使の効力発生と同時に償

還期限が到来し、かつ消滅するものとする。
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新株予約権の行使に際して出資される財産の
内容及びその価額

②本新株予約権の行使により交付する当社普通株

式の数を算定するにあたり用いられる１株あた

りの額（以下「転換価額」という。）は、43.5

円とする。

新株予約権の行使期間
2014年３月18日から
2020年３月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合
における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合に

おいて増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条の規定に従い算出される資本金等増加限度額の

２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数

が生じる場合はその端数を切上げた金額とする。

また本新株予約権の行使により株式を発行する場

合において増加する資本準備金の額は、当該資本

金等増加限度額から増加する資本金の額を減じて

得た額とする。

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はできない。

本新株予約権の行使によって、株式会社ジー・コ

ミュニケーション又はその承継会社が所有してい

る当社又はその承継会社の株式（第三者を通じて

保有している当該株式を除く。）に係る議決権の

数が当社又はその承継会社の総株主の議決権の40

％未満となる場合には、本新株予約権の行使はで

きない。

ホ．2013年５月15日開催の取締役会決議に基づき発行した第13回無担保転換社

債型新株予約権付社債に付された新株予約権

［転換社債型新株予約権付社債の内容］

社債の総額 300,000千円

各社債の金額 10,000千円

利率 本社債には利息を付さない。

社債の発行日 2013年３月18日

償還の方法及び期日

①償還金額

額面100円につき金100円

②償還の方法及び期限

2020年３月18日（以下「償還期限」という。）

（但し、償還期限が日本における銀行営業日

（以下「営業日」という。）ではない場合、本新

株予約権付社債の社債権者はその直後の営業日

まで当該償還期限に支払われるべき金額の支払

いを受けることができず、またかかる支払いの

繰延べに関して追加支払いを受ける権利を有し

ないものとする。）にその総額を額面100円につ

き金100円で償還する。
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募集方法
第三者割当ての方法により、全額を株式会社神戸

物産に割り当てる。

［新株予約権の内容］

社債に付された新株予約権の総数 30個

新株予約権の目的である株式の種類と数

①新株予約権の目的である株式の種類は当社普通

株式とする。

②本新株予約権の行使請求により当社が当社普通

株式を新たに発行し又はこれに代えて当社の保

有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株

式の発行又は処分を「交付」という。）する数

は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を

転換価額で除して得られる最大整数とする。但

し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨

て、現金による調整は行わない。

新株予約権の払込金額 ―――

新株予約権の行使に際して出資される財産の
内容及びその価額

①本新株予約権の行使に際して出資される財産

は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該

社債の価額はその額面金額と同額とする。な

お、本新株予約権の行使に際して出資の目的と

される本社債は、償還の期限の規定にかかわら

ず、本新株予約権の行使の効力発生と同時に償

還期限が到来し、かつ消滅するものとする。

②本新株予約権の行使により交付する当社普通株

式の数を算定するにあたり用いられる１株あた

りの額（以下「転換価額」という。）は、40.9

円とする。

新株予約権の行使期間
2013年８月１日から
2020年３月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合
における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合に

おいて増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条の規定に従い算出される資本金等増加限度額の

２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数

が生じる場合はその端数を切上げた金額とする。

また本新株予約権の行使により株式を発行する場

合において増加する資本準備金の額は、当該資本

金等増加限度額から増加する資本金の額を減じて

得た額とする。

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はできない。
本新株予約権の行使によって、株式会社ジー・コ
ミュニケーション又はその承継会社が所有してい
る当社又はその承継会社の株式（第三者を通じて
保有している当該株式を除く。）に係る議決権の
数が当社又はその承継会社の総株主の議決権の40
％未満となる場合には、本新株予約権の行使はで
きない。
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ヘ．2013年５月15日開催の取締役会決議に基づき発行した第14回無担保転換社

債型新株予約権付社債に付された新株予約権

［転換社債型新株予約権付社債の内容］

社債の総額 300,000千円

各社債の金額 10,000千円

利率 本社債には利息を付さない。

社債の発行日 2013年３月18日

償還の方法及び期日

①償還金額

額面100円につき金100円

②償還の方法及び期限

2020年３月18日（以下「償還期限」という。）

（但し、償還期限が日本における銀行営業日

（以下「営業日」という。）ではない場合、本新

株予約権付社債の社債権者はその直後の営業日

まで当該償還期限に支払われるべき金額の支払

いを受けることができず、またかかる支払いの

繰延べに関して追加支払いを受ける権利を有し

ないものとする。）にその総額を額面100円につ

き金100円で償還する。

募集方法
第三者割当ての方法により、全額を株式会社神戸

物産に割り当てる。

［新株予約権の内容］

社債に付された新株予約権の総数 30個

新株予約権の目的である株式の種類と数

①新株予約権の目的である株式の種類は当社普通

株式とする。

②本新株予約権の行使の請求（以下「行使請求」

という。）により当社が当社普通株式を新たに

発行し又はこれに代えて当社の保有する当社普

通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は

処分を「交付」という。）する数は、行使請求

に係る本社債の額面金額の総額を転換価額で除

して得られる最大整数とする。但し、行使によ

り生じる１株未満の端数は切り捨て、現金によ

る調整は行わない。

新株予約権の払込金額 ―――

新株予約権の行使に際して出資される財産の
内容及びその価額

①本新株予約権の行使に際して出資される財産

は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該

社債の価額はその額面金額と同額とする。な

お、本新株予約権の行使に際して出資の目的と

される本社債は、償還の期限の規定にかかわら

ず、本新株予約権の行使の効力発生と同時に償

還期限が到来し、かつ消滅するものとする。
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新株予約権の行使に際して出資される財産の
内容及びその価額

②本新株予約権の行使により交付する当社普通株

式の数を算定するにあたり用いられる１株あた

りの額（以下「転換価額」という。）は、40.9

円とする。

新株予約権の行使期間
2014年３月18日から
2020年３月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合
における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合に

おいて増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条の規定に従い算出される資本金等増加限度額の

２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数

が生じる場合はその端数を切上げた金額とする。

また本新株予約権の行使により株式を発行する場

合において増加する資本準備金の額は、当該資本

金等増加限度額から増加する資本金の額を減じて

得た額とする。

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はできない。

本新株予約権の行使によって、株式会社ジー・コ

ミュニケーション又はその承継会社が所有してい

る当社又はその承継会社の株式（第三者を通じて

保有している当該株式を除く。）に係る議決権の

数が当社又はその承継会社の総株主の議決権の40

％未満となる場合には、本新株予約権の行使はで

きない。
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(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2019年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 杉 本 英 雄
株式会社クックイノベンチャー代表取締役
G.COM RESTAURANT SINGAPORE PTE. LTD. Director
GINZA SUSHI ICHI PTE. LTD. Director

代表取締役社長 阿久津 貴 史

東日本営業本部長
株式会社クックイノベンチャー取締役
株式会社クック・オペレーション代表取締役
株式会社ジー・アクアパートナーズ代表取締役
株式会社敦煌取締役
株式会社タケモトフーズ取締役
株式会社湯佐和代表取締役
株式会社DBT代表取締役
G.COM RESTAURANT SINGAPORE PTE. LTD. Managing
Director

取 締 役 稲 吉 史 泰

北日本営業本部長
株式会社クックイノベンチャー取締役
株式会社クック・オペレーション代表取締役
株式会社祇園歩兵代表取締役
株式会社テンフォー取締役
株式会社壁の穴取締役

取 締 役 稲 角 好 宣

管理本部長
株式会社ジー・コミュニケーション代表取締役
株式会社クックイノベンチャー取締役
G.COM RESTAURANT SINGAPORE PTE. LTD. Director

取 締 役 畑 中 裕
エムアンドシーコンサルティング株式会社代表取締役
株式会社エスプール監査役

常 勤 監 査 役 間 宮 友 久

監 査 役 佐 藤 加代子

監 査 役 黒 川 孝 雄

(注) １．取締役畑中裕氏は社外取締役であります。
２．監査役佐藤加代子氏及び黒川孝雄氏は社外監査役であります。
３．監査役佐藤加代子氏は、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．当社は、監査役黒川孝雄氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。
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② 取締役及び監査役の報酬等

イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

５名
（１名）

76,663千円
（3,905千円）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

３名
（２名）

14,273千円
（8,157千円）

合 計
（う ち 社 外 役 員）

８名
（３名）

90,937千円
（12,062千円）

(注) １．取締役の報酬限度額は、1994年６月29日開催の第35回定時株主総会において月額20
百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、1994年６月29日開催の第35回定時株主総会において月額３
百万円以内と決議いただいております。

３．上記報酬等の額には、役員賞与6,960千円（取締役6,295千円、監査役665千円）を含
んでおります。

４．上記報酬等の額には、ストック・オプションとして付与した新株予約権に係る当事
業年度の費用計上額210千円（取締役161千円、監査役48千円）を含んでおります。

５．取締役の報酬等の額には、譲渡制限付株式の付与による報酬額として、6,576千円を
含んでおります。

ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金

該当事項はありません。

　

③ 社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法

人等との関係

・取締役畑中裕氏は、エムアンドシーコンサルティング株式会社の代表取締

役を兼務しております。同社と当社との間には特別な関係はありません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法

人等との関係

・取締役畑中裕氏は、株式会社エスプールの監査役を兼務しております。同

社と当社との間には、人材採用の受付代行に関する業務委託契約等の取引

関係があります。

ハ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会 (40回開催) 監査役会 (12回開催)

出席回数 出席率 出席回数 出席率

取締役 畑 中 裕 40回 100％ ― ―

監査役 佐 藤 加代子 40回 100％ 12回 100％

監査役 黒 川 孝 雄 40回 100％ 12回 100％

― 21 ―



・取締役会及び監査役会における発言状況
取締役畑中裕氏は、経営コンサルタント及び企業経営者としての経験・

識見を活かすとともに、当社の論理に捉われない客観的視点から、取締役
会において意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜行って
おります。
監査役佐藤加代子氏は、取締役会において意思決定の妥当性・適正性を

確保するための発言を適宜行っております。また、監査役会において、議
案審議等に必要な発言を適宜行っております。
監査役黒川孝雄氏は、主にフランチャイズ事業に関する専門的見地から

取締役会において意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜
行っております。また、監査役会において、議案審議等に必要な発言を適
宜行っております。

ニ．親会社又はその子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額

該当事項はありません。

　

④ 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

　

(4) 会計監査人の状況

① 名称 なぎさ監査法人

　

② 報酬等の額

支払額

・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26,000千円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

26,000千円

(注) １．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」
を踏まえ、過年度の会計監査人の監査計画における監査時間及び報酬の推移並びに
会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬見積りの算出
根拠などを検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同
意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引
法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま
せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し
ております。

　

③ 非監査業務の内容

該当事項はありません。
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④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その他その必要

があると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、

取締役会は、当該決定に基づいて、当該議案を株主総会に提出いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査

人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。

　

⑤ 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

　

(5) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のと

おりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するため

の体制

経営理念をもとに、代表取締役社長が繰り返しその精神を役職員に伝えるこ

とにより、法令遵守及び社会倫理の遵守を企業活動の前提とすることを徹底し

ております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

代表取締役社長は、取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき全社

的に統括する責任者を取締役の中から任命し、その者が作成する文書取扱規程

に従い、職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体に記録し、保存しておりま

す。取締役及び監査役は文書取扱規程により、これらの文書等を常時閲覧でき

るものとしております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

代表取締役社長は、全社のリスクに関する統括責任者を取締役の中から任命

し、総務部門において当社グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理して

おります。新たに発生したリスクについては、速やかに担当部署を定めており

ます。内部監査部門がグループ各部門毎のリスク管理の状況を監査し、その結

果を定期的に統括責任者及び取締役会に報告し、取締役会において改善策を審

議・決定しております。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図ってお

ります。

イ．職務権限・意思決定ルールの策定

ロ．取締役会による中期経営計画の策定、中期経営計画に基づく事業部門毎の

業績目標と予算の設定と、ITを活用した月次・四半期業績管理の実施

ハ．経営会議及び取締役会による月次業績のレビューと改善策の実施

⑤ 当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確

保するための体制

当社において親会社の定期的な監査を受け入れ、その報告を受け入れると共

に、親会社の取締役と定期的に情報交換を行い、コンプライアンス上の課題及

び効率性の観点からの課題を把握しております。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

監査役は、監査役の職務を補助する使用人を置くことを求めた場合は、会社

に対して常設ないしは臨時で人員を配置するよう要請できるものとしておりま

す。

⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役より、監査業務の補助の要請を受けた使用人は、その要請された業務

の遂行に関して、取締役等の指揮命令を受けないこととしております。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告

に関する体制

使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項及び不正行為や法令

又は定款違反に関する重大な事実を発見した場合は、監査役に直接報告するこ

とができるものとしております。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役の実効性を確保するため、顧問弁護士と契約し、監査業務に関する助

言を受ける機会を保証しております。

⑩ 財務報告の適正性を確保するための体制

財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法に定める「財務

報告に係る内部統制」システムを構築し、その有効性を評価、報告する体制を

整備し運用しております。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力との関係を遮断し、社会の秩序や安全を脅かす反社会

的勢力や団体には、毅然とした態度で対応することとしております。また、反

社会的勢力との接触が生じた場合には、速やかに警察当局及び顧問弁護士に通

報・相談できる体制を整えております。

なお、取引先については、取引開始時に社内、社外機関を活用し、反社会的

勢力でないことを確認しております。
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(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであ

ります。

① 内部統制システム全般

当社グループの内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内部監査部

門がモニタリングし、改善を進めております。

② コンプライアンス

コンプライアンス規程の制定、行動規範の策定等により、当社及び当社グル

ープ会社のコンプライアンスに関する基本的な考え方等について周知を図り、

法令及び定款を遵守するための取組みを継続的に行っております。

また、当社グループは内部通報制度運用規程により、相談・通報体制を設け

ており、コンプライアンスの実効性向上に努めております。

③ リスク管理体制

当社は、取締役及び監査役並びに各部門長を含む経営会議を毎月開催し、各

部門及び各子会社の業務執行に係る方針、計画の審議、経営状況の報告等を受

けるとともに、改善策の検討を行っております。また、コンプライアンス、リ

スク管理に係る重要な問題に当たっては、コンプライアンス委員会を定期的に

開催し、内部統制の構築・運用状況やリスクの把握・分析を行い、審議してお

ります。

④ 監査役の職務執行

監査役は、取締役会、経営会議、その他の重要な会議に出席し意見を述べる

ほか、重要な決裁書類等の閲覧、取締役等から営業の報告等を含めた情報交換、

会計監査人及び内部監査部門との定期的な意見交換により、取締役の職務の執

行の監査、各事業部門における内部統制の状況及びその改善状況などを把握す

る等の業務監査を実施しております。監査役が実施した業務監査の内容は、必

要の都度取締役会において意見を述べております。

⑤ 反社会的勢力排除について

取引先については、取引開始時に社内、社外機関を活用し、反社会的勢力で

ないことを確認しております。また、万が一何らかの問題が生じた場合は、速

やかに警察当局及び顧問弁護士に通報、相談できる体制を整えております。

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、将来の事業拡大に備え、内部留保による企業体質の強化を図りながら、

安定した配当を維持していくことを基本方針としております。

この基本方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、１株につき50銭と

させていただきました。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2019年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 7,057,381 流 動 負 債 5,419,807

現 金 及 び 預 金 5,464,057 買 掛 金 960,321

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 393,301 短 期 借 入 金 300,000

商 品 及 び 製 品 87,581 1年内返済予定の長期借入金 940,980

仕 掛 品 4,285 1年内償還予定の社債 908,000

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 295,997 リ ー ス 債 務 890

そ の 他 825,471 未 払 法 人 税 等 106,848

貸 倒 引 当 金 △13,314 未 払 消 費 税 等 120,489

固 定 資 産 15,368,045 賞 与 引 当 金 43,939

有 形 固 定 資 産 9,531,818 店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 80,022

建 物 及 び 構 築 物 4,680,249 資 産 除 去 債 務 83,970

土 地 4,215,419 そ の 他 1,874,344

そ の 他 636,148 固 定 負 債 8,272,605

無 形 固 定 資 産 1,480,705 社 債 1,718,000

の れ ん 1,313,753 新 株 予 約 権 付 社 債 1,994,477

そ の 他 166,952 長 期 借 入 金 2,952,238

投 資 そ の 他 の 資 産 4,355,521 関 係 会 社 長 期 借 入 金 15,760

投 資 有 価 証 券 193,748 繰 延 税 金 負 債 14,857

長 期 貸 付 金 197,440 退 職 給 付 に 係 る 負 債 98,536

繰 延 税 金 資 産 579,748 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 431

敷 金 及 び 保 証 金 3,299,162 資 産 除 去 債 務 951,217

そ の 他 513,852 そ の 他 527,086

貸 倒 引 当 金 △428,430 負 債 合 計 13,692,412

純 資 産 の 部

株 主 資 本 8,694,046

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 8,809,823

利 益 剰 余 金 577,836

自 己 株 式 △793,613

その他の包括利益累計額 △376

その他有価証券評価差額金 △376

新 株 予 約 権 39,344

純 資 産 合 計 8,733,013

資 産 合 計 22,425,426 負 債 純 資 産 合 計 22,425,426

(注) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 24,798,471

売 上 原 価 8,028,440

売 上 総 利 益 16,770,031

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 16,610,059

営 業 利 益 159,971

営 業 外 収 益 248,856

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9,248

業 務 受 託 料 56,915

そ の 他 182,693

営 業 外 費 用 143,021

支 払 利 息 39,162

支 払 手 数 料 69,424

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 284

そ の 他 34,149

経 常 利 益 265,807

特 別 利 益 12,937

固 定 資 産 売 却 益 12,937

特 別 損 失 872,990

固 定 資 産 売 却 損 3,891

固 定 資 産 除 却 損 34,887

店 舗 閉 鎖 損 失 201,963

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 繰 入 額 80,022

減 損 損 失 514,725

関 係 会 社 株 式 評 価 損 37,499

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 594,244

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 72,026

法 人 税 等 調 整 額 37,786

法 人 税 等 合 計 109,812

当 期 純 損 失 704,057

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 704,057

(注) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 100,000 8,842,326 1,377,565 △817,424 9,502,466

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △95,670 △95,670

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △704,057 △704,057

自 己 株 式 の 取 得 △22 △22

自 己 株 式 の 処 分 △10,680 23,833 13,153

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △21,823 △21,823

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 - △32,503 △799,728 23,811 △808,420

当 期 末 残 高 100,000 8,809,823 577,836 △793,613 8,694,046

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証
券評価差額金

その他の包括
利益累計額合

計

当 期 首 残 高 - - 32,598 9,535,064

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △95,670

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △704,057

自 己 株 式 の 取 得 △22

自 己 株 式 の 処 分 13,153

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △21,823

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額（純額）

△376 △376 6,746 6,369

当 期 変 動 額 合 計 △376 △376 6,746 △802,050

当 期 末 残 高 △376 △376 39,344 8,733,013

(注) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(2019年３月31日現在)

(単位：千円)
　

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 8,806,284 流 動 負 債 4,258,118
現 金 及 び 預 金 4,119,808 買 掛 金 742,529
受 取 手 形 1,304 短 期 借 入 金 300,000
売 掛 金 314,297 1年内返済予定の長期借入金 919,380
未 収 入 金 2,928,774 1年内償還予定の社債 908,000
売 上 預 け 金 146,487 リ ー ス 債 務 890
商 品 及 び 製 品 84,580 未 払 金 526,790
仕 掛 品 4,285 未 払 費 用 280,198
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 222,880 未 払 法 人 税 等 17,172
短 期 貸 付 金 5,489 前 受 金 299,079
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 618,769 預 り 金 18,667
前 払 費 用 260,864 賞 与 引 当 金 8,550
そ の 他 99,944 店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 79,643
貸 倒 引 当 金 △1,202 資 産 除 去 債 務 57,335

固 定 資 産 14,981,373 そ の 他 99,881
有 形 固 定 資 産 9,054,067 固 定 負 債 10,983,205
建 物 3,931,926 社 債 1,718,000
構 築 物 382,345 新 株 予 約 権 付 社 債 1,994,477
機 械 及 び 装 置 55,934 長 期 借 入 金 2,825,638
車 両 運 搬 具 0 預 り 敷 金 及 び 保 証 金 504,485
工 具、 器 具 及 び 備 品 442,523 退 職 給 付 引 当 金 34,332
土 地 4,127,953 関 係 会 社 損 失 引 当 金 3,186,998
リ ー ス 資 産 6,710 資 産 除 去 債 務 712,854
建 設 仮 勘 定 106,674 そ の 他 6,417

無 形 固 定 資 産 168,163
の れ ん 3,150
借 地 権 94,854
ソ フ ト ウ エ ア 11,813 負 債 合 計 15,241,323
そ の 他 58,344 純 資 産 の 部

投 資 そ の 他 の 資 産 5,759,142 株 主 資 本 8,506,989
投 資 有 価 証 券 161,134 資 本 金 100,000
関 係 会 社 株 式 1,223,486 資 本 剰 余 金 8,831,646
出 資 金 450 資 本 準 備 金 100,000

長 期 貸 付 金 157,090 そ の 他 資 本 剰 余 金 8,731,646

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 839,278 利 益 剰 余 金 368,956

破 産 更 生 債 権 等 298,505 利 益 準 備 金 78,085

長 期 前 払 費 用 40,504 そ の 他 利 益 剰 余 金 290,871
繰 延 税 金 資 産 574,680 別 途 積 立 金 860,000
敷 金 及 び 保 証 金 2,748,388 繰 越 利 益 剰 余 金 △569,128
そ の 他 137,679 自 己 株 式 △793,613
貸 倒 引 当 金 △422,055 新 株 予 約 権 39,344

純 資 産 合 計 8,546,333
資 産 合 計 23,787,657 負 債 及 び 純 資 産 合 計 23,787,657

　

(注) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

― 29 ―



損 益 計 算 書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 3,281,400

売 上 原 価 752,675

売 上 総 利 益 2,528,725

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,608,240

営 業 利 益 920,485

営 業 外 収 益 315,302

受 取 利 息 及 び 配 当 金 23,615

業 務 受 託 料 137,956

そ の 他 153,731

営 業 外 費 用 128,502

支 払 利 息 26,569

社 債 利 息 12,154

支 払 手 数 料 69,424

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 284

そ の 他 20,069

経 常 利 益 1,107,285

特 別 利 益 12,888

固 定 資 産 売 却 益 12,888

特 別 損 失 1,696,590

固 定 資 産 売 却 損 3,891

固 定 資 産 除 却 損 34,510

店 舗 閉 鎖 損 失 199,735

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 繰 入 額 79,643

関 係 会 社 株 式 評 価 損 37,499

関 係 会 社 損 失 引 当 金 繰 入 額 828,135

減 損 損 失 513,176

税 引 前 当 期 純 損 失 576,417

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 17,242

法 人 税 等 調 整 額 38,737

法 人 税 等 合 計 55,980

当 期 純 損 失 632,397

(注) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計 利益準備金

当 期 首 残 高 100,000 100,000 8,742,326 8,842,326 78,085

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当

当期純損失（△）

自己株式の取得

自己株式の処分 △10,680 △10,680

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 - - △10,680 △10,680 -

当 期 末 残 高 100,000 100,000 8,731,646 8,831,646 78,085

　
株 主 資 本

新株予約権
純資産
合計

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計別途積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 860,000 158,939 1,097,024 △817,424 9,221,926 32,598 9,254,524

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △95,670 △95,670 △95,670 △95,670

当期純損失（△） △632,397 △632,397 △632,397 △632,397

自己株式の取得 △22 △22 △22

自己株式の処分 23,833 13,153 13,153

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

6,746 6,746

事業年度中の変動額合計 - △728,068 △728,068 23,811 △714,936 6,746 △708,190

当 期 末 残 高 860,000 △569,128 368,956 △793,613 8,506,989 39,344 8,546,333
　

(注) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年５月29日

株式会社 ジー・テイスト
取締役会 御中

なぎさ監査法人
代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 西 井 博 生 ㊞

業務執行社員 公認会計士 真 鍋 慎 一 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ジー・テイスト
の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、株式会社ジー・テイスト及び連結子会社から
なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重
要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年５月29日

株式会社 ジー・テイスト
取締役会 御中

なぎさ監査法人
代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 西 井 博 生 ㊞

業務執行社員 公認会計士 真 鍋 慎 一 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ジー・テ
イストの2018年４月１日から2019年３月31日までの第60期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第60期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、

本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監

査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書

類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査

いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と

意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受

けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業

集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100

条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び

当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取

締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事

項及び同号ロの判断及び理由については、取締役会その他における審議の

状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則

第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10

月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に

応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及

びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社等の取引について、当該取引をするに

当たり、当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の

利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、

指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人 なぎさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

　(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人 なぎさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2019年５月29日

株式会社 ジー・テイスト 監査役会

常勤監査役 間 宮 友 久 ㊞

社外監査役 佐 藤 加代子 ㊞

社外監査役 黒 川 孝 雄 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
　

議 案 取締役５名選任の件

取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締

役５名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

１
杉
すぎ

本
もと

英 雄
ひで お

(1962年４月19日生)

1985年４月 株式会社日本エル・シー・エー（現 株
式会社インタープライズ・コンサルテ
ィング）入社

89,405株

1989年４月 株式会社ベンチャー・リンク（現 株
式会社C&I Holdings）入社

1995年８月 同社取締役
1996年８月 同社常務取締役
2004年６月 同社取締役常務執行役
2004年７月 株式会社ジー・コミュニケーション取

締役社長
2006年６月 同社代表取締役社長
2007年５月 株式会社焼肉屋さかい（現 当社）顧問
2007年６月 同社代表取締役会長
2008年２月 株式会社ジー・エデュケーション（現

自分未来きょういく株式会社）代表取
締役社長

2008年４月 株式会社ジー・フード（現 セントラル
ホールディングス株式会社）代表取締
役社長

2009年６月 株式会社ジー・コミュニケーション代
表取締役社長

2009年６月 株式会社焼肉屋さかい（現 当社）取締
役

2011年３月 株式会社ジー・コミュニケーション取
締役

2011年３月 株式会社さかい（現 当社）代表取締役
社長

2012年４月 株式会社ジー・コミュニケーション代
表取締役社長

2012年６月 当社取締役
2013年２月 株式会社クックイノベンチャー代表取

締役（現任）
2013年４月 株式会社さかい（現 当社）取締役
2013年８月 当社代表取締役社長
2014年12月 GINZA SUSHI ICHI PTE. LTD.

Director（現任）
2015年８月 SINGAPORE G.FOOD PTE. LTD.（現 G.COM

RESTAURANT SINGAPORE PTE. LTD.）Director
（現任）

2018年４月 当社代表取締役会長（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

２
阿久
あ く

津
つ

貴 史
たか ふみ

(1971年２月13日生)

2003年５月 株式会社暖中カンパニー取締役FC営業
部長

150,611株

2005年９月 株式会社ダイニング企画代表取締役社長
2006年１月 株式会社パオ（現 当社）顧問
2006年１月 同社代表取締役社長
2013年２月 株式会社クックイノベンチャー取締役

（現任）
2013年６月 当社取締役
2013年８月 株式会社クック・オペレーション代表

取締役（現任）
2013年８月 当社取締役副社長 西日本カンパニー

統括
2016年３月 SINGAPORE G.FOOD PTE. LTD.（現 G.COM

RESTAURANT SINGAPORE PTE. LTD.）Managing
Director（現任）

2016年６月 株式会社活性化本舗さぬき（現 株式会
社ジー・アクアパートナーズ）取締役

2017年８月 株式会社ジー・アクアパートナーズ代
表取締役（現任）

2018年４月 当社代表取締役社長 東日本営業本部
長（現任）

2018年４月 株式会社敦煌代表取締役（現任）
2018年７月 株式会社タケモトフーズ取締役（現任）
2018年10月 株式会社湯佐和代表取締役（現任）
2019年３月 株式会社DBT代表取締役（現任）

３
稲
いな

吉
よし

史 泰
ふみ やす

(1972年４月27日生)

1996年４月 蒲郡信用金庫入庫

58,908株

1999年６月 株式会社がんばる学園（現 株式会社ジ
ー・コミュニケーション）入社

1999年12月 株式会社ウェルコム代表取締役
2003年８月 株式会社ジーコム九州代表取締役
2005年６月 株式会社ジー・コミュニケーション社

長室長
2005年８月 当社入社
2005年９月 当社代表取締役社長
2012年９月 当社代表取締役社長 平禄事業本部長
2013年２月 株式会社クックイノベンチャー取締役

（現任）
2013年８月 株式会社クック・オペレーション代表

取締役（現任）
2013年８月 当社代表取締役副社長 東日本カンパ

ニー統括
2017年８月 株式会社祇園歩兵代表取締役（現任）
2018年４月 当社取締役 北日本営業本部長（現任）
2018年６月 株式会社オーディンフーズ（現 株式会

社テンフォー）代表取締役
2018年９月 株式会社壁の穴取締役（現任）
2018年10月 株式会社テンフォー取締役（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

４
稲
いな

角
ずみ

好 宣
よし のぶ

(1963年２月７日生)

1985年４月 株式会社日本エル・シー・エー（現 株
式会社インタープライズ・コンサルテ
ィング）入社

27,612株

2003年９月 株式会社リンク・プロモーション（現
株式会社カーリンク）監査役（非常勤）
兼務

2005年11月 株式会社ジー・コミュニケーション入社
2005年12月 同社取締役
2006年８月 同社常務取締役
2007年３月 株式会社グローバルアクト（現 当社）

監査役
2007年６月 株式会社さかい（現 当社）監査役
2007年６月 株式会社ジー・コミュニケーション専

務取締役
2009年６月 株式会社ジー・ネットワークス（現 当

社）取締役
2011年６月 株式会社ジー・コミュニケーション取

締役
2012年６月 株式会社ジー・ネットワークス（現 当

社）取締役
2012年６月 当社取締役
2013年２月 株式会社クックイノベンチャー取締役

（現任）
2013年８月 株式会社ジー・コミュニケーション代

表取締役（現任）
2013年８月 当社取締役 管理本部長（現任）
2015年６月 SINGAPORE G.FOOD PTE. LTD.（現 G.COM

RESTAURANT SINGAPORE PTE. LTD.）Director
（現任）

５ 畑
はた

中
なか

裕
ひろし

　

(1960年１月17日生)

1984年４月 赤井電機株式会社入社

―株

1987年３月 リビングストンコミュニケーション入社
1989年５月 エムアンドシーコンサルティング設立
1991年４月 エムアンドシーコンサルティング株式

会社設立、代表取締役（現任）
2003年９月 株式会社エスプール監査役（現任）
2016年６月 当社取締役（現任）

　

(注) １．社外取締役候補者に関する事項は、以下のとおりです。
① 畑中裕氏は会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であります。
② 畑中裕氏は、経営コンサルタント及び企業経営者としての経験・識見が豊富であり、

当社の論理に捉われない客観的視点から、独立性をもって有効な意見をいただいてお
り、引き続き当社の経営を監督していただくことにより、取締役会の透明性の向上及
び監督機能の強化に繋がるものと判断したため、社外取締役候補者といたしました。

③ 畑中裕氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、
本総会終結の時をもって３年となります。

２．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．杉本英雄氏の「略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）」の欄には、親会社で

ある株式会社クックイノベンチャーにおける業務執行者としての地位及び担当を含めて記
載しております。

４．稲角好宣氏の「略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）」の欄には、親会社で
ある株式会社ジー・コミュニケーションにおける業務執行者としての地位及び担当を含め
て記載しております。

５．各取締役候補者の所有する当社株式の数は、2019年３月31日現在の状況を記載しておりま
す。なお、各取締役候補者の所有する当社株式の数には、当社役員持株会における本人の
持ち分を含めております。

以 上
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至守山

JR中央線

名鉄瀬戸線

矢田
公園

矢田
小学校

ナゴヤドーム前
ショッピングセンター

至今池

ナゴヤドーム

名古屋市
東文化小劇場

イオン

至砂田橋

地下鉄名城線・ガイドウェイバス　ゆとりーとライン

ナゴヤドーム前矢田駅
大
曽
根
総
合
駅

W
E

N

S

株主総会 会場ご案内図

会場 名古屋市東区大幸南１丁目１番10号
名古屋市東文化小劇場 ４階ホール

　

◆地下鉄名城線「ナゴヤドーム前矢田」駅（１番出口）下車徒歩３分

◆ガイドウェイバスゆとりーとライン「ナゴヤドーム前矢田」駅下車すぐ


